
決　 算 　報 　告 　書

平成２９年度

公立大学法人　公立はこだて未来大学

第１０期事業年度

自　平成２９年４月　１日

至　平成３０年３月３１日



（単位：円）

差　額

（決算－予算）

 収入

　 運営費交付金 1,496,738,000 1,487,889,796 △ 8,848,204

　 自己収入 719,981,000 734,740,974 14,759,974

　　 授業料・入学料・入学検定料収入 663,383,000 687,703,260 24,320,260 （注１）

　　 その他の収入 56,598,000 47,037,714 △ 9,560,286

　 受託研究等収入 109,500,000 133,830,604 24,330,604 （注２）

　 寄附金収入 7,305,000 34,281,000 26,976,000 （注３）

　 目的積立金取崩収入 57,724,000 33,628,204 △ 24,095,796 （注４）

計 2,391,248,000 2,424,370,578 33,122,578

 支出

　 業務費 2,279,918,000 2,132,851,085 △ 147,066,915

　　 教育研究経費 779,019,000 733,576,482 △ 45,442,518 （注５）

　　 一般管理費 469,868,000 439,915,909 △ 29,952,091 （注６）

　　 人件費 1,031,031,000 959,358,694 △ 71,672,306 （注７）

　 受託研究等経費 97,330,000 101,397,118 4,067,118 （注８）

   施設整備費 14,000,000 14,000,000 0

計 2,391,248,000 2,248,248,203 △ 142,999,797

収 入 － 支 出 0 176,122,375 176,122,375

  （注）　予算額は，年度計画の予算に計上した金額を円単位で記載しています。

  　　 　　なお，収入の決算額の計には，翌年度へ繰り越すべき財源が合わせて58,809,097円含まれています。 

   　　　　また，支出の差額の計のうち，合わせて54,159,097円を翌年度へ繰り越しました。

○予算額と決算額の差異の主な理由について

　（注１）　受験者数の増等に伴い，入学料で 8,286,600 円の増，入学検定料で 3,781,800 円の増となり，

　　　 　　授業料については，授業料減免額の減等により 12,251,860 円の増となりました。 

　（注２）　共同研究収入で13,337,119円の減，受託等研究収入で34,017,723円の増，共同事業収入で

　 　　　　3,000,000円の増，受託等事業収入で650,000円の増となりました。

          　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 1,020,930円は含まれていません。

          　また，翌年度への繰越分が15,958,584円含まれています。

　（注３）　奨学寄附金分で24,021,000円の増，高度ＩＣＴコース運用経費分等で100,000円の増，

　　　　　　科学理解増進経費分で1,500,000円の増，振興基金分で1,355,000円の増となりました。

平成２９年度　 決算報告書

公立大学法人　公立はこだて未来大学　

区　　　　　分 予 算 額 決 算 額 備　考

- 1 -



          　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 26,900,446円は含まれていません。

　 　　　　(奨学寄附金分 22,350,446円，高度ＩＣＴ人材育成分等 4,550,000円)

          　また，翌年度への繰越分が42,850,513円含まれています。

　　 　　　（奨学寄附金分38,200,513円,高度ICT人材育成分等4,650,000円）

　（注４）　一般研究費の減などにより，24,095,796円の減となりました。

　（注５）　科学技術理解増進事業経費が1,460,486円増となったものの，研究旅費及び研究費等が

          　34,831,862円減となったことなどから，全体で45,442,518円の減となりました。

            なお，前年度からの繰り越された一般研究費 22,350,446円が含まれています。

          　また，一般研究費で38,200,513円を翌年度へ繰り越しました。

　（注６）　教員住宅費など管理運営費が17,359,298円の減，校舎維持管理費が10,275,115円の減

　　　　　　となったことなどから，全体で29,952,091円の減となりました。

　（注７）　常勤役員退職手当の減，常勤教員数の減等により，71,672,306円の減となりました。

　（注８）　主に（注２）に記載した理由により増となりました。
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